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 沖縄県建設業協会会員の完成工事高 

沖縄県建設業協会会員の完成工事高（平成 30 年度）をみると、県内最大手の國場組が約 326 億

円でトップであり、100億円以上は５業者となっている。 

 
表 平成 30 年度沖縄県建設業協会会員の完成工事高（トップ 30） 

 
出典：2019 建設業の現況（令和元年 12月）一般社団法人 沖縄県建設業協会 
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2.4  沖縄県特有の地域特性 

 戦時中の投下された不発弾対策 

第二次世界大戦で投下された不発弾は、日本全国で見られるものの、沖縄県が約４割（処理重量）

を占めており、年々処理量が減少しているが、今後とも不発弾は発見される可能性が高い。 

内閣府沖縄総合事務局では、不発弾等事前調査データベースシステムを公開しており、このデー

タを活用し、不発弾対策及びその処理費用等について検討を行う。 

 

 
図 全国と沖縄県における不発弾等処理重量比較 

出典：平成 29年度版消防防災年報（沖縄県） 

＜https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/chijiko/bosai/nenpo/nenpo/documents/08_fuhatudan.pdf＞ 

 

 
図 不発弾等事前調査データベースシステム 

出典：不発弾等事前調査データベースシステム（内閣府沖縄総合事務局）＜http://www.fd.ogb.go.jp/＞ 

 
  



2-42 

(1) 沖縄県における不発弾等処理事業の概況 

1) 不発弾等処理量 

第二次世界大戦で沖縄県にて使用された弾薬量は、約 20万トンとみられており、その５％の１

万トンが不発弾として残されたと推定されている。そのうち、復帰までに住民などによって約

3,000トン、米軍によって約 2,500トンが処理され、復帰後は自衛隊によって平成 29年度までに

約 2,037 トンが処理されたが、永久不明弾 500 トンが見込まれるとしても、なお約 1,963 トン余

の不発弾が埋没されていると推定される。 

沖縄県の不発弾等は、土木工事等で発見される「発見弾」と住民からの情報等に基づき探査、

発掘される「埋没弾」の二つに区分されるが、「発見弾」の割合が９割を超えている。 

 
2) 不発弾等の処理主体 

これらの不発弾等は、警察を通じて陸上自衛隊第 101 不発弾処理隊によって回収・処理され、

一時保管庫に搬入された後に爆破処理や海上自衛隊による海中投棄処分により最終処分されてい

た。しかし、海中投棄処分は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成 18年政令第 32号）により平成 19年４月１日から禁止されたため、これに替わる措置とし

て全国規模の一括した外注処分が導入されることになり、民間委託業者により陸上処理されるこ

ととなった。 

不発弾処理については、自衛隊法及び関係４省庁庁通達により実施されている。沖縄県におい

ては不発弾等の発見及び処理量が多いため、最終処理するまでの間の一時保管施設として昭和 48

年度から糸満市伊保島の民間火薬庫を使用し、不発弾の保管を民間委託していたが、昭和 57年度

国庫補助事業により嘉手納弾薬庫地区内に火薬類取締法に基づく地上式一級火薬庫としての保管

庫を建設することになり昭和 58 年５月に竣工した。また、平成 17年３月には宮古島、平成 27年

11月には石垣島に同じく地上式一級火薬庫が竣工した。 

不発弾保管庫における業務分担としては、沖縄県は保管庫の設置及び維持管理を行っており、

不発弾等の保管庫への搬入や最終処分のための搬出等の具体的な取扱いは陸上自衛隊第 101 不発

弾処理隊が行っている。 

 
3) 不発弾等の処理事業 

沖縄県では、昭和 49 年３月の那覇市小禄の下水道工事中に 30 数名の死傷者を出した不発弾爆

発事故を契機に、不発弾の事前探査・発掘・除去対策等を協議するため、昭和 49年５月に「沖縄

不発弾等対策協議会」が設置され実施されるようになった。 

沖縄県の不発弾等処理事業は、当該協議会の設置と軌を一にして埋没不発弾等の処理を促進す

るため開始された。事業実施に際しては住民からの要望等に基づき、埋没不発弾の処理事業を推

進している。昭和 47 年度から平成 29年度までに 2,033件が実施されている。 

平成 14年度からは、県内の市町村の公共工事において不発弾探査を行う場合に探査費用を補助

する市町村支援事業も実施しており、平成 29年度までに 372件が実施され、平成 30年度は 11市

町村で実施する計画である。 

また、民間工事における磁気探査の促進を図るため、平成 24年度から住宅等開発磁気探査支援

事業が実施され、平成 29年度までに 661件が実施されている。 
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沖縄不発弾等対策事業について 

 

１．経緯及び目的 

沖縄県には、多くの不発弾等が埋没しているため、その処理が課題となっていましたが、昭和

49 年那覇市小禄で死傷事故が発生したことを契機に、国、県及び市町村が一体となって不発弾等

の処理に当たる方針が決定されました。（昭和 49年 4月 26日） 

この方針に基づき、現地に関係行政機関、県及び市町村等の代表者からなる沖縄不発弾等対策

協議会（昭和 49 年 5月 13日設置）が設けられるとともに、こうした不発弾等に対する不安、危

険から県民の生命、財産を守ることを目的として、昭和 50年度より、探査・発掘に係る下記の各

事業について、沖縄県に対し不発弾等処理交付金を交付しています。 

 

２．概要 

（１）不発弾等処理事業 

不発弾等処理事業は、情報収集事業及び一般情報によって得られた情報を基に比較的狭い面積

（100㎡以内）をいわば点的に探査発掘する事業です。 

 

（２）広域探査発掘事業 

埋没地区を地点としては特定できないものの、一定の範囲の中に相当数にわたって不発弾等が

点在していることが確実視されている広域地区について、対象地区を選定し、計画的に探査発掘

を行う事業です。（平成元年度より交付金を交付） 

 

（３）市町村支援事業 

国及び県が関与している公共事業以外の市町村単独の公共工事において事前探査を実施し、事

故の未然防止を図る場合に支援を行う事業です。（平成 14年度より交付金を交付） 

 

（４）保安管理等事業 

保安管理等事業は、不発弾等を爆破等により最終処分するまでの間、安全に保安管理するため

の施設等を確保する事業です。 

 

（５）情報収集事業 

不発弾等に関する情報を収集する事業です。 

 

（６）特定処理事業 

公共工事、民間工事を問わず発見された不発弾等の安全化処理を行う際に必要な土のう・防護

壁を設置する事業です。 

 

出典：内閣府ホームページ＜https://www8.cao.go.jp/okinawa/6/621.html＞ 
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4) 沖縄県市町村別不発弾発見届出件数 

沖縄県の不発弾発見届出件数は、那覇市、浦添市、糸満市、西原町、南城市の順に多くなって

おり、沖縄本島中南部地域に集中している。 

 

 
図 市町村別不発弾発見届出件数（S54～H29） 

出典：平成 29年度版消防防災年報（沖縄県） 

＜https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/chijiko/bosai/nenpo/nenpo/documents/08_fuhatudan.pdf＞ 
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5) 沖縄県における不発弾処理重量の推移 

 

 
図 沖縄県における不発弾処理重量の推移（陸上自衛隊） 

出典：平成 29年度版消防防災年報（沖縄県） 

＜https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/chijiko/bosai/nenpo/nenpo/documents/08_fuhatudan.pdf＞ 
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表 全国と沖縄県における不発弾等処理状況の対比 

 
出典：平成 29年度版消防防災年報（沖縄県） 

＜https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/chijiko/bosai/nenpo/nenpo/documents/08_fuhatudan.pdf＞ 
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(2) 沖縄県令和元年度埋没不発弾等処理事業計画 

1) 沖縄における不発弾等処理交付金事業 

 

 

出典：令和元年度 埋没不発弾等処理事業実施計画（案）（沖縄県） 

＜http://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Kaiken/kyoku/kengyo/fuhatsudan/taisakukyougikai/R01/PDF 

_R01_maibotsu_fuhatsudan_zigyou_keikaku.pdf＞ 

 
2) 市町村支援事業 

市町村支援事業は平成 14年度から始まり、令和元年度は 34件の申請がある。 
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①． 補助対象者 

県内市町村 

 
②． 補助対象事業 

市町村が公共工事の実施に先立って実施する磁気探査事業 

 
③． 事業費負担の割合 

事業費負担割合：国 9／10、県 0.5／10、市町村 0.5／10 

 
出典：令和元年度 埋没不発弾等処理事業実施計画（案）（沖縄県） 

＜http://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Kaiken/kyoku/kengyo/fuhatsudan/taisakukyougikai/R01/PDF 

_R01_maibotsu_fuhatsudan_zigyou_keikaku.pdf＞ 

 
3) 住宅等開発磁気探査支援事業 

①． 概要 

民間工事における磁気探査の実施については、施主の判断に任されており、経済的な問題等

から十分に探査が実施されているとはいえない状況となっている。そのため、民間工事におい

て磁気探査の促進を図るため、磁気探査費用を助成する事業として平成 24年度に創設されたと

ころである。 

本事業は、住宅等を建設予定の施主（住民、事業者等）が、建設予定地の属する市町村へ受

付予定表を提出後、県に申請の手続きを行い、自ら磁気探査業者と契約を締結し、当該探査費

用について助成が受けられるものであり、磁気探査費用は、県が磁気探査業者に対して直接支

払うスキームとなっている。 

 
②． 事業費負担の割合 

事業費負担割合：国 9／10、県 1／10 

 
③． 事業工程 

平成 25 年度より、市町村主体から県主体への事業となっている。 

 
出典：令和元年度 埋没不発弾等処理事業実施計画（案）（沖縄県） 

＜http://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Kaiken/kyoku/kengyo/fuhatsudan/taisakukyougikai/R01/PDF 

_R01_maibotsu_fuhatsudan_zigyou_keikaku.pdf＞ 

 
4) 広域探査発掘加速化事業 

①． 概要 

住民等から受け付けた面積 100 ㎡を超える探査要望箇所において、不発弾等の探査・発掘を

推進する。 

 
②． 事業費負担 

事業費負担：なし 
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出典：令和元年度 埋没不発弾等処理事業実施計画（案）（沖縄県） 

＜http://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Kaiken/kyoku/kengyo/fuhatsudan/taisakukyougikai/R01/PDF 

_R01_maibotsu_fuhatsudan_zigyou_keikaku.pdf＞  
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 沖縄県における建設労務単価や建設資材価格等の水準等 

(1) 労務単価 

1) 公共工事設計労務単価 （全国全職種加重平均値の推移） 

公共工事における設計労務単価について、全国全職種加重平均値の推移をみると、東日本大震

災直後の平成 23 年度を底に年々増加上昇傾向となっており、平成 31年３月時点で約 19,400円で

あり、平成 23年度の約 1.48 倍となっている。 

 
図 公共工事設計労務単価（全国全職種加重平均値の推移） 

出典：新労務単価（平成 31年３月）国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞ 

 
職種別の公共工事設計労務単価（平成 31年３月）をみると、前年比平均約 4.1％上昇しており、

なかでも、交通誘導警備員が約７％上昇している。 

表 職種別公共工事設計労務単価（平成 31 年３月） 

 
出典：新労務単価（平成 31年３月）国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞  
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2) 都道府県別公共工事設計労務単価 

都道府県別公共工事設計労務単価をみると、鉄筋工の比較では、沖縄県は 25,000円となってお

り、九州地区（21,100円～22,900円）より割高となっている。 

型わく工の比較では、沖縄県は 25,800 円となっており、九州地区（21,600 円～24,900 円）よ

り割高となっている。 

表 都道府県別公共工事設計労務単価（平成 31 年３月）その１ 

 
出典：平成 31年３月から適用する公共工事設計労務単価表（平成 31年２月） 

国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞ 
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表 都道府県別公共工事設計労務単価（平成 31 年３月）その２ 

 

出典：平成 31年３月から適用する公共工事設計労務単価表（平成 31年２月） 

国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞ 
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表 都道府県別公共工事設計労務単価（平成 31 年３月）その３ 

 

出典：平成 31年３月から適用する公共工事設計労務単価表（平成 31年２月） 

国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞ 
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表 都道府県別公共工事設計労務単価（平成 31 年３月）その４ 

 

出典：平成 31年３月から適用する公共工事設計労務単価表（平成 31年２月） 

国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 

＜https://www.mlit.go.jp/common/001274167.pdf＞ 
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(2) 建設資材価格 

1) 建設資材価格の地域比較 

沖縄県（那覇）における建設資材価格は、本土より総じて割高となっており、九州地区（福岡）

や関東地区（東京）と比較すると２割程度割高（注）主要建設資材の単純平均）となっている。特

に、鉄骨やＰＨＣパイルなどがかなり割高となっている。 

建設資材価格の都市間格差指数（各年度：東京 100）をみると、那覇は東京に比べて５～８％割

高となっている。また、福岡と比較すると 14～20％割高となっている。 
 

 
図 都市間格差指数（建築・土木総合） 

 
2) 建設資材価格指数の推移 

那覇における建設資材価格指数（総合）は、2002～2003年頃が 84前後で底となっており、2020

年１月現在で 105.4となっている。2015年１月（100.2）と比較すると、５年で 5.2％上昇してい

る。 

 
図 建設資材価格指数（那覇） 

出典：一般社団法人経済調査会ホームページ＜https://www.zai-keicho.or.jp/price_relative/（11_Graph.xlsx）＞ 

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

札幌 仙台 東京 新潟 名古屋 大阪 広島 高松 福岡 那覇 全国

11年度平均 12年度平均 13年度平均 14年度平均

15年度平均 16年度平均 17年度平均 18年度平均

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150
2015年度=100

総合
建築
土木



2-56 

 
図 建設資材価格指数（全国） 

出典：一般社団法人経済調査会ホームページ＜https://www.zai-keicho.or.jp/price_relative/（11_Graph.xlsx）＞ 
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